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発効済
（20）

署名済
（１）

ＴＰＰ12（2016年２月）※2017年1月に米国が離脱を表明。 日本の貿易総額に占める国 ・地域の貿易額の割合
（2024年）

発効済＋署名済

交渉中（含む中断中）

発効済＋署名済＋交渉中

計：78.9％

計：8.1％

計：87.0％

（2025年7月現在；外務省HPより抜粋）

出典：財務省貿易統計（2024年確々報値）
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2007.11 タイ 2009.10 ベトナム 2019.2 EU
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我が国におけるＥＰＡ等の現状
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EPA等の利用状況（輸入）

出所：財務省 経済連携協定別時系列表

EPA税率適用輸入額推移
（2015年～2024年)

EPA税率適用上位10品目（適用額ベース）
（2024年）
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➢ EPA適用額は年々増加し、2024年14兆円を超えた。EPA別では2022年1月に発効したRCEPが全体の
35.5％を占め、最も適用輸入額が多くなっている。

➢ 品目別では、 ⾐類（16.1％）、プラスチック製品（9.4％）、⾁（9.1％）で多く利用されている。



出所：経済産業省 第一種特定原産地証明書の発給状況

EPA等の利用状況（輸出）
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原産地証明書発給件数割合
（2022年1月～2023年3月の合計）
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協定別原産地証明書発給件数（2022年1月以降）
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➢ 特定原産地証明書（商工会議所が発給するEPA原産地証明書）の発給件数は増加傾向。

➢ 中国、韓国を含むRCEPが2022年1月1日発効。RCEPに係る原産地証明書発給件数は、2022年6月
以降の発給件数が平均約12,335件/月。原産地証明書が必要なEPAの中で最も多く発給。



４．トルコ（交渉中）

〇2014年に交渉開始。17回の交渉会合を実施。直近の交渉会合は2019年12月に実施。

３．ＧＣＣ（交渉中）

〇2006年に交渉開始。2009年にGCC側が日本を含む全ての国とのFTA交渉を中断。
〇2024年交渉再開。2回の交渉会合を実施。

2．UAE（交渉中）

〇2024年9月に交渉開始を決定・公表。４回の交渉会合を実施。

５．インドネシア（一般見直し）

〇2023年12月の首脳会談において大筋合意。2024年8月8日に改正議定書に署名。

〇両国において発効に向けた国内手続きを実施中。

１．バングラデシュ（交渉中）
〇2024年５月に交渉開始。７回の交渉会合を実施。
〇バングラデシュは2026年11月にLDC卒業見込み。本年度（2025年）の関税改正において、LDC特恵の適用
対象外となるまでの期間卒業をLDC卒業後1年以内から３年以内と延長したところ。
LDC特恵の適用対象外となった後は、LDC特恵関税により無税とされていた多くの品目の関税が引き上げとなる。

主な動きのあるEPA
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(※)GCC（湾岸協力理事会）：サウジアラビア、アラブ首長国連邦（UAE）、バーレーン、オマーン、カタール、クウェート



EPAの主な交渉分野

総則

協定の実施・運用
等に関するルール
等，協定全体に
関わる事項を議論

衛生植物検疫

食品の安全，動植
物の検疫・衛生に係
る措置等のルールを
議論

物品市場アクセス

物品貿易に関し，関
税撤廃・削減、基本
的なルールを議論

貿易の技術的障害

製品の規格等が貿
易の不要な障害とな
らないためのルールを
議論

知的財産

特許権，商標権，
意匠権，著作権、
地理的表示等の保
護及び国境措置等を
議論

中小企業

中小企業の活動に必
要な情報提供等を議
論

投資

投資家間の無差別
原則（内国民待遇，
最恵国待遇），投
資に関する紛争解決
手続等を議論

規制協力

規制の策定過程にお
ける情報交換，規制
の透明性の向上等を
議論

貿易救済

輸入急増の場合等に
おけるセーフガード等
を議論

税関・貿易円滑化

税関手続の透明性
確保，簡素化等を
議論

最終規定

発効規定等を議論

紛争解決

協定の解釈の不一
致等による締約国間
の紛争を解決する手
続を議論

競争

競争法の整備、締約
国間の競争当局間
の協力等について議
論

サービス

サービス貿易に関し，
内国民待遇等ととも
に，個別分野に係る
ルールを議論

原産地規則

関税撤廃・削減の対
象となる原産品の要
件，証明手続等を
議論

電子商取引

電子商取引のための
環境・ルールを整備す
る上で必要となる原
則等を議論

政府調達

政府調達に関し，内
国民待遇等の原則，
入札手続等を議論

関税局が主体的に協議必要な場合にのみ協議に参加 物資所管省庁と連携

国有企業

国有企業と民間企
業の競争条件の平
等を確保する規律等
を議論
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TFA TPP 日EU 日豪 RCEP 国内制度・運用

透明性・
予見可
能性

情報開示・
一貫性

• 税関手続に係る
情報の公表

• 税関手続の一貫
性確保

• 税関手続に係る情報
の公表

• 税関手続の一貫性
確保

• 税関手続に係る情
報の公表

• 税関手続の一貫性
確保

• 税関手続に係る情
報の公表

• 税関手続の一貫性
確保

• 税関手続に係る情報の
公表

• 税関手続の一貫性確保
（法令の国内一貫適用
につき具体的に規定）

• ウェブサイト等を通じて、関連
情報を公表

• 専門性の高い分野は、セン
ター機構等を通じて法令の一
貫適用を確保

事前教示

• 関税分類、原産
地規則のみ義務

• 定められた期間
内に回答（具体
的な期間なし）

• 関税分類、原産地
規則、関税評価を義
務

• 150日以内に回答
• 3年間有効

• 関税分類、原産地
規則のみ義務（関
税評価は、加盟国
の合意が必要）

• 定められた期限内に
回答（具体的な期
間なし）

• 関税分類、原産地
規則、関税評価を
義務

• 30日以内に回答
（関税評価は90日
以内）

• 関税分類、原産地規則、
関税評価を義務

• 可能な限り90日以内に
回答

• 3年間有効

• 関税分類、原産地規則、関
税評価、減免税について事前
教示を実施

• 原則として、関税分類・原産
地規則・減免税は30日以内、
関税評価は90日以内に回答

• 3年間有効

迅速な
通関手
続

一定期間内
の貨物引取り

• （物品一般につ
いては）特段の
規定なし

• 腐敗しやすい物
品の可能な限り
最短の時間内の
引取り

• 物品の到着後48時
間以内の貨物引取
り

• 特段の規定なし • 特段の規定なし • 可能な限り申告から許
可まで48時間以内に通
関
・腐敗しやすい物品の可
能な限り申告から許可ま
で6時間以内に通関

• 貨物引取りの期間に関する特
段の規定はない

• 申告から許可までの平均所要
時間は、航空貨物は0.3時
間、海上貨物は2.1時間
（2018年の調査）

一定期間内
の急送貨物の
引取り許可

• 可能な限り速や
かに引取りを許
可

• 書類提出後6時間
以内の引取り許可

• 特段の規定なし • 特段の規定なし • 可能な限り申告から許
可まで6時間以内に通
関

税関当局間の協力
（刑事手続きで使用でき
る情報の交換）

• 輸出入申告の確
認のための情報
交換（刑事手
続への使用を前
提としていない）

• TPPメンバー国との
CMAA等で情報交
換を規定（豪州、メ
キシコは刑事手続で
使用可能）

• EU及びEU主要加
盟国とのCMAAで
情報交換（英国、
仏、ベルギーは刑事
手続で使用可能）

• 刑事手続で使用で
きる情報の交換を規
定

• RCEPメンバー国との個
別のCMAA等で情報交
換を規定

• 双罰性の確認等の一定の条
件の下、諸外国の税関当局
に対し、刑事手続に使用する
情報を提供することができる。

紛争解決手続適用の有
無

• あり
(途上国・LDCには
適用猶予期間あ
り)

・あり • あり • あり • あり

税関手続・貿易円滑化章 主要規定の比較
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輸出入者等
回答

照会税関

RCEP協定第4.10条において、輸入の前に、輸出入者、その代理人等の要請に応じて関税分類（HS
番号）や原産地規則等の事項を教示する制度を定めており、以下を義務として規定
●品目分類、原産地規則、関税評価等の事前教示
●全ての必要な情報の受領後、可能な限り、90日以内に行う
●事前教示内容は少なくとも３年間有効
●根拠法令等の変更により、教示の内容に変更が生じる場合には書面で通知

◼ 事前教示制度は 、貨物の輸入者やその他の関係者が、輸入の前に税関に対し、当該貨物の
品目分類（HS税番）、原産地、関税評価や減免税についての照会を行い、その回答を受け
ることができる制度。

◼ 関税分類や原産地規則に関する事前教示により、事前にEPA税率の適用の可否等が判明す
るので、輸出入計画や販売計画を立てるための一助となり、適正かつ迅速な輸入申告が可能と
なり、通関の迅速化にもつながります。

◼ EPA相手国の事前教示制度はこちら⇒日本税関HPからのリンク：EPA相手国の事前教示制
度 : 税関 Japan Customs 

事前教示制度の活用

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/epa_aitekokujizenkyouzi.html


EPA関税認定アドバイザー制度の紹介

9



ご静聴ありがとうございました。

税関イメージキャラクター『カスタム君』

 税関HPでは、EPAに関する様々な情報を掲載しています。各EPAごとの協定本文・ステージング

表の他に、過去説明会資料及びEPAについて説明したYOUTUBE動画やパンフレット等を掲載
しております。

税関のページ https://www.customs.go.jp

税関HPトップページ
「EPA/原産地規則について

知りたい」をクリック
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